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１．はじめに 

2024 年 10 月時点で、日本の高齢化率（総

人口に占める 65 歳以上の人口の割合）は

29.3％に達し、75 歳以上の人口割合も

16.8％となった。また、厚生労働省「令和

６年国民生活基礎調査の概況」によれば、

2024 年における 65 歳以上の者がいる世帯

数は 2,760 万４千世帯で、全世帯の 50.3％

を占めている。この数値は、単なる高齢化

の進展を示すだけでなく、日本の世帯の半

数以上に高齢者が暮らしているという事

実を通じて、彼らの生活が社会・経済に与

える影響の大きさを物語っている。さらに、

そのうち約３分の１が単独世帯であるこ

とは、日本の社会福祉のあり方を問い直す

重要な指標ともなっている。 

人生 100 年時代を目前に控え、高齢期の

経済生活に関する課題は、生活の質や生き 

がいにも深く関わる、極めて重要な社会的

テーマである。本稿では、「令和６年度 高

齢社会対策総合調査（高齢者の経済生活に

関する調査）」（以下、本調査）の企画分析

委員会に所属する筆者が、調査結果をもと

に高齢者の経済的不安の現状を概観する

ものである。 

なお、調査の概要は以下である。 

調査対象者 60歳以上（令和６年 10月

１日現在）の男女 

調査方法 郵送調査法 

（オンライン回答併用） 

調査期間 令和６年 

10 月 1 日～11 月８日 

標本抽出方法 層化二段無作為抽出法 

標本サイズ 男女合わせて 4,000 人 

有効回収数 

（有効回収率） 

2,188 人（54.7％） 

 

２．コロナ禍以後の高齢者家計をめぐる状況 

（１）消費者物価指数の変化 

高齢者世帯には、現役世代とは異なり、

教育費の負担が少ない一方で、食料費の支

出割合が高いという特徴がある。図１は、 

 

図１ 消費者物価指数の推移（総合、食料品、光熱・水道）（2000 年平均値＝100） 
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出所：総務省統計局「2020 年基準 消費者物価指数 全国 2025 年（令和７年）７月分（2025 年８月 22 日

公表）」より筆者作成。 
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前回調査が実施された 2019 年以降の、2020

年基準による消費者物価指数の推移を「総

合」と「食料品」の２項目で示したもので 

ある。図１を見ると、2019 年以降、総合指 

数に比べて食料品の価格上昇がより顕著

であり、特に米を中心とした食料品の価格

は高止まり傾向にある。このような物価上

昇が生活者に与える影響は、容易に想像で

きるものであり、高齢者世帯にとっては家

計への圧迫が一層深刻化していると考え

られる。 

 

（２）医療・介護保険等の窓口負担の引き 

上げ 

高齢者にとって、現役時代以上に負担が

増加する支出項目のひとつが医療・介護費

用である。後期高齢者医療制度では、2022

年 10 月の制度改正により、一定以上の所

得がある方の自己負担割合が１割から２

割へと引き上げられた。ただし、急激な負

担増への配慮として、2025 年９月末までの

期間限定で外来医療費の増加分を月額

3,000 円以内に抑える措置が講じられてき

た。この措置が期限を迎えることで、医療

機関での窓口負担が単純計算で従来の２

倍となる人々が増加する見込みである。 

また、介護保険制度についても、2025 年

８月から利用者負担に関する制度変更が

実施された。これまでも、高齢化に伴う要

介護者の増加を背景に、保険料の引き上げ

や、介護保険施設（介護老人福祉施設、介

護老人保健施設、介護医療院）及びショー

トステイ利用者に対する食費・居住費の負

担導入とその見直しが行われてきた。 

高齢者世帯にとって、長寿というリスク

は、日々の生活費に加えて、医療・介護に

かかる費用の確保という点でも深刻な課

題となっている。 

（３）公的年金の実質価値の低下 

厚生労働省「2024（令和６）年国民生活

基礎調査の概況」によれば、高齢者世帯の

主な収入源のうち、最も割合が高いのは公

的年金であり、全体の 63.5％を占めている。

また、公的年金・恩給を受給している高齢

者世帯のうち、「総所得に占める公的年金・

恩給の割合が 100％の世帯」は 43.4％にの

ぼり、公的年金が高齢者家計において極め

て重要な位置づけを担っていることが明

らかである。 

公的年金の重要性は今後も変わらない

ものの、2004 年の年金制度改革で導入され

たマクロ経済スライドの影響により、将来

の給付水準の低下が見込まれている。2024

年の財政検証では、モデル年金（夫が平均

所得で就労し、妻が専業主婦である世帯）

の給付水準が、現在の約６割から将来的に

は約５割にまで低下する可能性が示され

ている。急速な少子・高齢化の進行や、継

続的な物価上昇・賃金上昇といった社会環

境を踏まえると、マクロ経済スライドが今

後も着実に実施される可能性は高く、高齢

者の実質的な年金給付額は年々減少して

いくことが予想される。 

つまり、高齢者の家計は、実質的な年金

価値の低下という実質的な収入減の状況

下で、物価上昇や医療・介護費用の負担の

増加に直面しており、極めて厳しい生活環

境に置かれているといえる。 

 

３．高齢者の経済的暮らし向き 

（１）現在の経済的な暮らし向き 

本調査は５年ごとに実施されており、前

回は 2019 年に行われた。これは、2020 年

以降のコロナ禍以前であり、後述する物価

上昇も現在ほど深刻な社会問題とはなっ

ていなかった時期である。 
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表１は、2019 年の前回調査と 2024 年の

今回調査において、高齢者に現在の経済的

な暮らし向きについて尋ねた結果を示し

ている。前回調査と比較すると、「家計にゆ

とりがあり、まったく心配なく暮らしてい

る」及び「家計にあまりゆとりはないが、

それほど心配なく暮らしている」と回答し

た人の割合がいずれも減少した。一方で、

「家計にゆとりがなく、多少心配である」

及び「家計が苦しく、非常に心配である」

と回答した人の割合は上昇している。特

に、「家計にゆとりがあり、まったく心配な

く暮らしている」が大幅に減少し、それに

代わって「家計が苦しく、非常に心配であ

る」が増加した点が顕著である。 

 

表１ 現在の経済的暮らし向き        （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：内閣府「令和７年度高齢社会白書」p.68 より筆者作成。 

 

さらに、同表をもとに性年代別に、ひと

り暮らし世帯とそれ以外の世帯に暮らす

人々を比較してみよう。表からは、75 歳以

上の女性及びひとり暮らしの人々におい

て、家計に対する不安を抱える割合が高い

ことが読み取れる。現在の日本社会では、

女性の平均寿命が男性よりも長く、夫に先

立たれてひとりで暮らす女性が多いため、

これら二つのカテゴリーが重複している

可能性は高い。 

今後、日本では就職氷河期世代が高齢期

を迎えると予想されており、この世代はそ

れ以前の世代に比べて未婚率が高いこと

が特徴である。結果として、ひとりで自活

することを余儀なくされる高齢者が増加

し、老後の経済的不安を抱える人の割合は

更に高まると考えられる。 

 

（２）今後の生活における経済的不安 

表２は、今後の生活における経済的不安

（複数回答）の傾向を示したものである。

不安要因の第１位は「物価が上昇すること」

であり、74.5％と非常に高い割合を占めて

いる。加えて、「収入や貯蓄が少ないこと」、

n

家
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と
り
が
あ
り
、

ま
っ

た
く
心
配
な
く
暮
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し
て
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る

家
計
に
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と
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は
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、
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れ
ほ
ど
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配
な
く
暮
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て
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く
、

多
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配
で
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る

家
計
が
苦
し
く
、

非
常
に
心
配

で
あ
る

そ
の
他

不
明
・
無
回
答

2019年度 1755 20.1 54.0 20.3 5.1 0.2 0.3

2024年度 2188 14.8 51.1 21.8 9.0 1.9 1.5

　男性75歳以上 438 16.0 56.2 17.1 8.0 0.9 1.8

　女性75歳以上 462 15.4 47.9 22.6 9.3 2.7 2.1

　ひとり暮らし 366 12.8 39.9 23.5 18.0 3.8 2.2

　ひとり暮らし以外 1644 15.1 54.0 21.0 7.2 1.4 1.3
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「自力で生活できなくなり、転居や有料老

人ホームへの入居費用がかかること」、「災

害により被害をうけること」など、昨今の

社会情勢を反映した項目に対する不安感

も高い傾向が見られる。 

 

 

表２ 今後の生活における経済的な面での不安（複数回答）  （単位：％） 

 

 

 

そうした経済面での不安について、高齢

者はどのように対応しようとしているの

だろうか。表には掲載していないが、本調

査では、現在収入のある仕事をしている 60

歳以上の人々のうち、約 8 割が「70 歳くら

いまで」または「それ以上」働き続けたい

と回答している。働く理由の 55％が「収入

のため」という経済的理由であり、高齢者

が単なる社会参加や生きがいのためだけ

でなく、明確な経済的ニーズに基づいて就

労を希望していることもわかる。この調査

結果は、公的年金制度や過去の貯蓄だけで

は安心した生活が送れないという、高齢者

の根強い経済的不安を反映している可能

性がある。 

 

 

４．経済的な不安項目数の背景にある要因 

は何か 

 ここでは、「今後の生活において、経済的

な面で不安に思うことはありますか。」と

いう設問における、対象者が経済的な不安

としてあげた項目の個数について、その合

計数を被説明変数とする重回帰分析を行

う。各不安項目の不安感の大小ではなく、

不安の項目であることに注意が必要であ

るが、生活に関わる多くの項目で不安感を

抱えることは、より不安感も大きくなるも

のと仮定し、このような方法を採用した。 

 説明変数は、性別（男性ダミー＝１）、年

齢、有配偶者を基準に、未婚ダミー、離別

ダミー、死別ダミー、単身世帯ダミー、都

市規模（４段階）１ 、持ち家ダミー、世帯年

収２ （円：対数変換）、金融資産（円：対数
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不
安
に
思
う
（

再
掲
）

全体 2188 47.1 74.5 7.6 36.6 43.1 41.5 23.8 25.4 16.5 3.6 4.6 2.7 92.6

男性 1092 46.8 73.6 7.9 37.6 39.5 38.7 23.4 22.6 18.5 3.6 4.7 3.3 92.0

女性 1095 47.5 75.4 7.3 35.5 46.8 44.1 24.2 28.2 14.6 3.6 4.6 2.2 93.2
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変換）３ 、預貯金の取り崩し状況(４段階)４ 、

家計のゆとり感（４段階）５ 、貯蓄額は十分

か（４段階）６ 、収入を増やす手段（自分が

仕事をして収入を得るダミー）と収入を増

やす手段（節約等により支出を減らすダミ

ー）を使用した。基本統計量は、表３、分

析結果は表４である。 

表３ 基本統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ 経済的な不安の個数に関する重回帰分析結果 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：*:p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 をあらわす。 

 

最小値 最大値 平均値 標準偏差 N

経済的な不安数 0 9 3.31 1.91 1852

男性ダミー 0 1 0.50 0.50 1852

年齢 60 99 72.93 8.25 1852

(有配偶を基準）

未婚ダミー 0 1 0.07 0.26 1852

離別ダミー 0 1 0.07 0.26 1852

死別ダミー 0 1 0.16 0.37 1852

単身世帯ダミー 0 1 0.17 0.37 1852

都市規模 1 4 2.77 0.93 1852

持ち家ダミー 0 1 0.85 0.35 1852

世帯年収（円：対数変換） 0 18.26 13.66 3.99 1852

金融資産（円：対数変換） 0 18.68 10.92 7.44 1852

預貯金の取り崩し状況 1 4 2.81 0.90 1852

家計のゆとり感 1 4 2.68 0.79 1852

貯蓄額は十分か 1 4 2.86 0.95 1852

収入を増やす手段（自分が仕事をして収入を得るダミー） 0 1 0.32 0.47 1852

収入を増やす手段（節約等により支出を減らすダミー） 0 1 0.59 0.49 1852

(定数) 3.575 0.568 6.292 ***

男性ダミー -0.173 0.089 -0.045 -1.946 * 

年齢 -0.004 0.006 -0.015 -0.577

(有配偶を基準）

未婚ダミー -0.044 0.194 -0.006 -0.229

離別ダミー 0.01 0.191 0.001 0.054

死別ダミー -0.031 0.145 -0.006 -0.213

単身世帯ダミー -0.134 0.151 -0.026 -0.891

都市規模 0.083 0.046 0.041 1.817 *  

持ち家ダミー 0.122 0.131 0.023 0.929

世帯年収（円：対数変換） -0.003 0.011 -0.006 -0.246

金融資産（円：対数変換） 0.02 0.006 0.076 3.08 *** 

預貯金の取り崩し状況 0.202 0.051 0.096 3.94 *** 

家計のゆとり感 -0.255 0.066 -0.106 -3.881 *** 

貯蓄額は十分か -0.247 0.053 -0.123 -4.676 *** 

収入を増やす手段（自分が仕事をして収入を得るダミー） 0.167 0.101 0.041 1.648

収入を増やす手段（節約等により支出を減らすダミー） 0.635 0.088 0.164 7.195 *** 

標本数 1852

調整済みR2乗 0.097

非標準化係数B 標準誤差
標準化係数

ベータ
t 値
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表４から結果をみていこう。性別につい

ては、男性ダミーがマイナスの係数で 10％

水準で有意となった。その他の変数をコン

トロールしてもなお、女性の方が男性より

も経済的不安の個数が多いことが分かっ

た。年齢は統計的に有意な結果とはならな

かった。 

 配偶関係や単身世帯ダミーについては、

予想に反し、他の変数をコントロールする

と、いずれも有意とはならなかった。都市

規模はプラスの係数で、10％水準で有意な

結果となり、大規模都市に住んでいる者ほ

ど経済的不安の項目が多いことが分かっ

た。これは、都市部の方が物価上昇の影響

が大きいことによるだろう。 

 また、持ち家ダミーは有意な結果とはな

らず、持ち家に住んでいても老後の経済的

な安心感にはつながっていないことが分

かった。また、世帯年収については統計的

に有意な結果とはならなかった。興味深い

のは、金融資産、預貯金の取り崩し状況で

ある。予想では、金融資産が多いほど、経

済的な不安項目数は少なくなると考えた

が、実際は金融資産と不安項目数には正の

相関が認められる結果となった。これは、

本分析が不安の強さを測定しているわけ

ではない影響からかもしれない。また、預

貯金の取り崩しに関しては、取り崩しをよ

くしている者ほど不安項目数が多いとい

う結果は、資産寿命が尽きることに不安を

感じるのは当然のことで不安感が強くな

るのは当然のことである。そして、家計の

ゆとり感や貯蓄額は十分か、といった主観

的な項目については、いずれもマイナスの

係数で統計的に有意差が認められた。つま

り、客観的な世帯年収や金融資産残高より

も、経済状況に関する主観的見込みが、経

済的な不安項目数と強い関連を持つとい

う点は興味深い。最後に収入を増やす手段

については、自分が仕事をして収入を得る

ダミーは統計的に有意な結果とはならな

かったが、節約等により支出を減らすダミ

ーはプラスの係数で統計的に有意な結果

となった。この結果からは、経済的な不安

項目数が多い高齢者ほど、就労による収入

増ではなく、より自身の努力で調整しやす

いと考える、節約による支出減で家計をや

りくりしようと考えていることが分かる。 

 

５．おわりに 

上記の分析結果に基づき、超高齢社会が

直面する高齢者の経済問題に、社会はどう

対応すべきであろうか。以下の４点をあげ

て、結びとしたい。 

 

（１）高齢者の多様性に応じた就労環境の 

整備 

本調査では、厳しい家計の帳尻を合わせ

る手段として、自身の就労による収入増加

よりも節約を選択する傾向が明らかとな

った。図表には掲載していないが、就労し

ていない理由の第１位は健康問題であり、

高齢期の健康状態には個人差が大きいと

いう特徴がある。健康の悪化は、就労の制

約にとどまらず、医療費や介護費用の増加、

生活の質や生きがいの低下にも直結する

深刻な課題である。 

高齢期の経済的不安を軽減するために

は、就労の継続や資産寿命の延伸といった

収入面での取り組みに加え、現役期からの

健康維持によって医療・介護費用などの支

出を抑制する、両面からのアプローチが不

可欠である。さらに、就労そのものがフレ

イル予防に有効であることは、日本の研究

成果（Fujiwara et al. 2023）によっても示さ

れており、就労と健康維持は相互に密接な
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関係にあることが明らかとなっている。 

今後、高齢者の就業を一層促進するため

には、単なる定年延長などの制度改正にと

どまらず、働く意欲のある高齢者が、それ

ぞれの健康状態やライフスタイルに応じ

て柔軟に働き続けられる環境整備が求め

られる。具体的には、年齢ではなく能力に

基づいて評価する公正な賃金制度、柔軟な

勤務時間の設定、多様な職務内容の提供、

そしてこうした取り組みを行う企業への

インセンティブ付与が不可欠である。これ

により、高齢者の経済的自立を支えると同

時に、社会全体の労働力不足の緩和にも寄

与することが期待される。 

 

（２）全世代を対象とした金融教育の抜本 

的強化 

内閣府（2024）「令和６年度 年次経済財

政報告」では、高齢者による貯蓄の取り崩

し行動は極めて限定的であり、純粋なライ

フサイクル仮説とは異なり、高齢者が金融

資産を保持し続けている実態が示されて

いる。その背景には、生活への不安感や遺

産動機の存在が指摘されている。こうした

将来不安や、現在の生活水準を犠牲にした

過剰な資産保有を是正し、若年層の将来へ

の備えを促進するためには、学校教育段階

から生涯にわたる資産形成と生活設計に

関する体系的な金融教育の義務化が必要

である。さらに、iDeCo などの資産形成制

度の拡充や、生涯学習の機会の提供を通じ

て、高齢者がより長期的な視点で資産管理

を行えるよう支援することが求められる。 

 

（３）経済的弱者に対する包括的なセーフ 

ティネットの構築 

今後、マクロ経済スライドの継続的な実

施により、公的年金の実質的価値が低下し

続ければ、高齢者の経済的困窮者が更に増

加する可能性がある。高齢者の家計問題の

背景には、複雑かつ多層的な要因が絡み合

っており、包括的な支援策の整備が不可欠

である。例えば、公的な生活支援、医療・

介護費用の補助、生活困窮者向けの住居確

保支援など、生活のあらゆる側面を網羅す

る重層的なセーフティネットの構築が求

められる。また、経済的困難を抱える高齢

者を社会的に孤立させないための仕組み

づくりも、同様に重要な課題である。 

 

（４）世代間対話と相互理解の促進 

こうした公的年金のマクロ経済スライ

ドの実施や医療・介護費用の自己負担強化

の背景には、少子高齢化に伴う社会保障費

の増大を、いかに世代間で公平に分担する

かという根本的な課題がある。少子化や経

済成長の停滞といった構造的問題の解決

なくして、負担増を伴わずに社会保障を充

実させることは困難である。自助努力の重

要性が強調されるなか、早期からの生活設

計の意義はますます高まっている。健康を

維持し、可能な限り就労期間を延ばすこと

で資産寿命を延伸することは、現役世代に

とっても喫緊の課題である。本調査結果は、

こうした現状の厳しさを直視し、持続可能

な生活設計に向けた羅針盤としての役割

を果たす出発点となるものである。 

 

（注） 
1 都市規模は、４段階あり、大都市（東京 23 

区・政令指定都市）を４、中都市（人口 10 万 

以上の市）を３、小都市（人口 10 万未満の市） 

を２、町村を１とした。 
２ 本調査では、月収もしくは年収を尋ねてお 

り、月収を回答した場合はそれを 12 倍し、年 

収はそのまま使用した。また０円と回答した 

ものは１円と置き換えて、対数変換した。 
３ ０円は１円を加え、対数変換した。 



19 

 

４ 「日常生活の支出の中で、収入より支出が 

多くなり、これまでの預貯金を取り崩してま 

かなうことがありますか。次の中から１つ選 

んでお答えください。」という設問に対し、「よ 

くある」を４、「時々ある」を３、「ほとんど 

ない」を２、「全くない」を１とした。不明、 

無回答は除外している。 
５ 「家計にゆとりがあり、まったく心配なく暮 

らしている」を４、「家計にあまりゆとりはな 

いが、それほど心配なく暮らしている」を３、 

「家計にゆとりがなく、多少心配である」を 

２、「家計が苦しく、非常に心配である」を１ 

とした。不明・無回答は除外している。 
６ 「現在の貯蓄の額は、あなたがこれから生活 

をしていく備えとして十分だとお考えですか。 

次の中から１つ選んでお答えください。」とい 

う設問に対し、「十分だと思う」を４、「最低 

限はあると思う」を、「少し足りないと思う」 

を２、「かなり足りないと思う」を１とした。 

不明・無回答は除外している。 
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